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ビジョン連携推進会議 第一分科会第３回 開催概要 

１ 日時 平成 25年 12 月 26 日（木） 

２ テーマ 「沿線価値向上・自治体との包括協定」 

３ 臨時構成員 京王電鉄株式会社 

４ 要旨 

（１）京王電鉄のソフト事業の展開戦略 

○ 京王グループは、京王沿線エリアを事業基盤として、運輸、流通、不動産、レジャー・

サービス等を展開している。 

○ 京王グループの各事業は、京王沿線住民の活動が基盤になっており、少子・高齢化とそ

れに伴う沿線人口の減少は喫緊の課題である。 

○ 沿線活性化に向けた具体的な施策として、高齢者及び子育て世代を主な対象とした生活

関連サービスの取組を展開している。現在、①子育て支援事業(東京都認証保育所、子育

て支援マンション他)、②京王ほっとネットワーク(生活サポートサービス)、③シニアレ

ジデンス事業(介護付高齢者向け施設)を行っている。 

（２）京王電鉄と多摩市との包括連携協定締結の経緯、狙い 

○ 京王電鉄と多摩市は、平成 25（2013）年８月に「地域発展の推進に関する包括連携協

定」を締結した。住民の生活に溶け込むサービスの充実及び地域の価値創造に向けた取組

を連携して推進し、地域の持続的な発展に資することを目的としている。

○ 多摩ニュータウンは、人口減少、急速な高齢化などの課題を抱えている。一方で、計画

的に整備された都市環境、安全な子育て環境など、高いポテンシャルを有している。 

○ 上記の現状は、多摩市にとっての課題であるとともに、多摩ニュータウンを主要な事業

基盤とする京王グループにとっても、事業に大きな影響を及ぼすものである。 

○ 京王電鉄と多摩市は、多摩ニュータウンエリアに関する共通認識を深める中で、さらに

両者の理念が市民福祉の向上という点で共通していることに着目し、住民の幸せな暮らし

の実現に向けて連携して取り組むことを目指し、包括連携協定の締結に至った。 

（３）協定に基づく具体策の実際（移動販売事業） 

○ 包括連携協定に基づき、京王電鉄では、平成 25（2013）年 11 月から、多摩ニュータウ

ンで移動販売事業を開始した。住民の高齢化、高低差の多い地域特性、近隣商店の減少な

どの現状を踏まえ、居住者の日常の買い物における利便性を高めることを目的とする。 

○ 多摩市は、財政的な支援は行っていないが、移動販売場所や地域団体等との調整、経済

産業省の補助事業への応募(副申)など、京王電鉄と連携して取り組んだ。

（４）協定締結の効果、課題等 

○ 京王電鉄と多摩市が多摩ニュータウンに対するポテンシャルや危機意識を共有して、そ

の解決に向けて、意見交換をしながら具体的な事業を共同で進めていく、ということを両

者で共有できたことに、包括連携協定の意義がある。 

○ 「既成の枠組み及び概念に捉われない」ことを協定に掲げたが、京王電鉄、多摩市とも

に、実現に向けて一歩進んで考えるという姿勢が全体的に共有されてきている。 

○ 行政は、自らが地域に関わる多様な主体と連携することに加え、こうした主体同士の連

携を促進することも重要な役割であるとの意見があった。また、地域を越えた行政の連携

を、民間事業者がコーディネートする場合もある、との意見があった。 
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ビジョン連携推進会議 第二分科会第１回 開催概要 

１ 日時    平成 25 年８月 22日（木） 

２ テーマ   「団地再生」 

３ 臨時構成員 東京建物株式会社 

４ 要旨 

（１）多摩ニュータウン諏訪２丁目住宅のマンション建替事業の概要紹介 

○ 住戸数は、容積率の元々の残余分と地区計画による増加分を活用し、640 戸から 1,249

戸（うち分譲 684 戸）と倍増したが、全戸完売し、入居開始は平成 25（2013）年 11 月で

ある。 

○ 旧住宅は全戸同面積なので旧住宅居住者の権利評価額は全戸同額とし、建替後物件に対

する各居住者の権利床面積も旧住宅面積と同面積とした（還元率 100%）。 

○ 旧住宅居住者の戻り率は 93%。分譲住宅では、50 代以上の購入者や 23 区住民の購入者

が他の多摩地域での物件と比べて多いという特徴があるが、多摩ニュータウンの住環境が

再評価されたことや二世代居住が可能な間取りの設定、メディアで数多く取り上げられた

こと等の影響があると分析している。 

（２）団地建替のための住民の合意形成について 

○ 大規模団地であるため合意形成が困難な状況であったが、昭和 63（1988）年から団地

建替が管理組合で議論されてきた経緯や、平成 15（2003）年の組合による耐震診断調査

の結果で補強工事が必要と明確になったこともあり、翌年、建替推進について一定の合意

に至った。 

○ 建替えの際、初動期の様々な調査や設計費をどこで負担するのかということが問題にな

りやすいが、上記合意の翌年に優良建築物等整備事業補助金が交付されたことが、建替え

を進める大きな推進力であった。このことについて、構成員の関心が高く、活発な意見交

換が行われた。 

（３）行政需要の発生と対応について 

○ 戸数が倍増となる計画であり、多くの若年世代の転入が予想された中で、行政需要の変

化への対応について問題提起があり、様々な質疑応答や意見交換を行った。 

○ 市から保育所、高齢者支援施設、クリニックなど地域貢献施設の整備を含む８項目の留

意事項の提示があり、計画の中で当該施設を設置することになった。学校については、比

較的余裕がある学校の地域に学区を移すこと（学区変更）により対応した。 

（４）住宅開発業者の役割について 

○ 従前からの居住者と新たに入居する居住者のコミュニティをどう発展させていくかに

ついて、入居前の現段階から、東京建物が理事会と一緒に動いていることに驚きの声が上

がったが、建替物件におけるコミュニティ形成への関与はデベロッパーとして重要と考え

ており、新築物件とは異なる手間隙をかける必要があるとの認識であった。 

（５） その他 

○ 東京建物の類似事例紹介や、オブザーバー参加者（市）での具体的な建替案件などの紹

介を踏まえ、個々の課題の共有や展開方法などについても意見交換を行った。 

○ 老朽化等による団地再生については国家的な課題であるとともに各自治体で当然取り

組まなければならない課題であり、本件の東京建物の成功事例は稀有な事例であるが、こ

うした事例を勉強して行政に生かしていくべきである。
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ビジョン連携推進会議 第二分科会第２回 開催概要 

１ 日時    平成 25 年 12 月 18 日（水） 

２ テーマ   「住宅ストックのリノベーション」 

３ 臨時構成員 株式会社リビタ 

４ 要旨 

（１）リノベーションの現状 

○ リノベーションとは、機能・価値の再生のための改修、その家での暮らし全体に対処し

た包括的な改修を行うことをいい、単なる改修にとどまるリフォームとは異なる。 

○ 現在、日本の中古住宅と新築住宅の流通の比率は約１対９で、欧米のそれ（約８対２）

とはまったく逆の状況となっている。 

○ 平成 20（2008）年住宅・土地統計調査によると、現在の住宅充足率は 1.13、全体の 13%、

800 万戸が空き家となっている。 

○ 戸建てのストックはマンションより多いが、流通量はマンションの６分の１から５分の

１ぐらいである。まだまだ使える建物が、古家付き土地として販売価格を下げる要因とさ

れているなど、正当に評価されることなく売られている。 

（２）リノベーション住宅推進協議会について 

○ 協議会の特徴は、不動産会社、施工会社、設計事務所、金融機関、メディア、流通業者

など、リノベーションに関わるあらゆる業界の企業が加盟している点にあり、平成 26

（2014）年１月現在、正会員約 275 社、賛助会員約 130 社、地方自治体も３団体加盟して

いる。 

○ 協議会では、優良なリノベーションの進め方の統一規格や品質基準の設定のほか、リノ

ベーション EXPO というイベントの開催を通じたリノベーションの啓発活動、勉強会の実

施などを行っている。 

○ 現在、全国を７つのエリアに分けて協議会の活動を推進している。 

（３）ストック型社会に向けた課題について 

○ サステナブルな社会の構築が求められているが、ストック型社会を実現するためには、

税制、ローン体系などの様々な面で課題があり、そうしたことを社会の理解を得ながら少

しずつ改善していくことが必要がある。 

○ 現在の人口減少社会のもとでは、このまま新築住宅が増え続け、住宅ストックが増える

ことで、空室率が増加につながり、結果として、住宅資産が減少している。そうしたこと

にならないように、社会的価値の転換を時間をかけてやっていかなければいけない。 

○ 多摩地域においても、良好なストックをどう活用していくかは重要な課題であり、人口

減少が進み、空き家が増えていくことが予想される中、行政は民間のこうした取組を知っ

て連携をとっていかないと、行政だけでは支えられないと思う。 

（４）空き家対策について 

○ 地域にどうしようもない空き家が増えると街並みが崩れてしまう。また、放置された空

き家は活用の選択肢が減っていき、活用されることなくどんどん増えていってしまう。 

このことが、空き家の一番の問題である。 

○ 多摩地域では、1970 年代に、郊外部に大きな戸建て住宅団地が開発されている地域が

あり、今後そこをどうやって再生していくかは、多摩地域全体に影響を与える大きな課題

である。 

○ 空き家の活用にあたっては、建築基準法などの現行の法体系等の面で課題がある。 

○ 一般社団法人リノベーション住宅推進協議会は、消費者が安心して既存住宅を選べ

る市場を作り、既存住宅の流通の活性化を図る目的で、平成 21（2009）年に設立された。 
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である。 

○ 空き家の活用にあたっては、建築基準法などの現行の法体系等の面で課題がある。 

○ 一般社団法人リノベーション住宅推進協議会は、消費者が安心して既存住宅を選べ

る市場を作り、既存住宅の流通の活性化を図る目的で、平成 21（2009）年に設立された。 
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ビジョン連携推進会議 第三分科会第１回 開催概要 

１ 日時    平成 25 年７月 30日（火） 

２ テーマ   「産学公金連携」 

３ 臨時構成員 多摩信用金庫 

４ 要旨 

（１）多摩の産業の現状と課題について 

○ 一時代前に大企業をスピンアウトし起業した経営者層が事業承継時期を迎えているこ

とも１つの背景として、多くの企業が事業承継時期を迎えているが、全体を見渡せば、経

営者の約２割が廃業を考えていると想定され、事業承継は喫緊の課題である。 

○ 製造業、建設業、小売業の従業員数が減少し、医療・福祉分野での雇用がその減少を補

っている現状があり、営業現場で福祉分野でのニーズが多くなってきたほか、企業が新規

事業進出分野として、福祉分野や環境分野を考えるケースも増えてきている。 

（２）観光産業への取組について 

○ こうした取組は、民間企業ならではの柔軟な発想による、地域を越えた広域的展開や特

産物、観光資源の発掘などに特徴があるほか、人件費は持ち出しであるが、事業単体では

採算を確保していることなど、その仕組み等も含め学ぶことも多かった。 

（３）創業支援の現状と課題について 

○ 金融機関での創業支援について、採算を確保するのは極めて困難である状況がよく理解

でき、そういった中でも、創業者への支援、そして創業したい、あるいは創業しそうな事

業者の卵を早期に見つけ、支援していくことも重要であるとのたましんの認識について、

大いに共感するものがあった。 

○ たましんだけでは数多くの創業者への支援を行うことは困難であるので、地域の中に創

業支援をしたいという、30-40 くらいある NPO や民間事業者などをたましんが支援すると

いう形の、間接的な支援を多くしたいと考えている。 

（４）産学官等との連携の現状と課題について 

○ たましんは、専門人材の育成が課題と認識しており、複数の大学や自治体に若手職員を

派遣するなども含めて連携しているが、最近は、理系学部、産業分野のみならず、文系学

部や福祉分野との連携も必要となってきた。 

（５）その他 

○ たましんは、行政が行う役割の一部を担い、一部は同質化が進んでいるとの認識がある

との考えを示すとともに、行政とは異なり、必ずしも公平性にとらわれる必要がない点や

自治体圏域を簡単に越えられる有利性も説いたが納得できる点も多かった。 

○ 様々な団体間の地域や組織を越えた連携の必要性の認識の共有化とともに、その困難性

についても意見交換した。 

○ 多摩信用金庫（たましん）は多摩地域 418 万５千人（平成 22（2010）年国勢調査）

の住民の回遊に着目し、「広報たまちいき」、「たまら・び」の発刊、「東京・多摩の

お土産プロジェクト」の事業化のほか、会員数 2.4 万人の「多摩らいふ倶楽部」を

運営し、多摩地域の元からある自然・観光資源のみならず、企業等を観光対象とし

た産業観光や視察観光を展開しており、実績も積んできている。 
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ビジョン連携推進会議 第三分科会第２回 開催概要 

１ 日時    平成 25 年 10 月 21 日（月） 

２ テーマ   「地域資源を活かしたビジネス」 

３ 臨時構成員 株式会社 MNH 

４ 要旨 

（１）株式会社 MNH（以下「MNH」）設立の経緯・意義 

○ MNH は、生活雑貨メーカー「ノルコーポーレーション」の創業者が自分の培ってきた商

品開発のノウハウを地域に活かそうということで作った会社である。 

○ MNH は、ソーシャルビジネスカンパニーとして、「若者の雇用」という社会課題に対し

て、「地域の資源と課題をお金と雇用に変える」をテーマに取り組んでいる。 

（２）地域商社の発想の背景、内容、実際の稼働状況 

○ 若者地域商社は、地域にある資源を結びつけて、上手な商品戦略により、売れることを

保証し、地域にお金と雇用を生む若者主体のコーディネート会社である。 

○ お土産業界というニッチなマーケットで、包装作業や農産加工を福祉作業所にお願いす

ることで、小売店には福祉作業所の関与商品として売り場の良い場所を確保させてもらい、

最初は小ロットでトライアルして、売れる手法を探るのがビジネスモデルである。 

○ 「天狗の鼻 棒かりんとう」というブランドで、13 種類の味、30 種類を超えるパッケ

ージで販売しており（平成 25（2013）年 10 月現在）、平成 24（2012）年には約 10万部袋

販売した。 

（３）地域 NPO 団体、福祉作業所との協業によるビジネス展開 

○ ただ商品を販売するだけなら、製造元と小売店だけで成り立つが、そこに MNH が入って、

包装、加工、配送などの作業を福祉作業所や NPO 団体に委託することで、地域にお金が落

ちる。 

○ 福祉作業所は、スペース的にも、設備的にも充実しており、いわば地域の資源である。

量産体制がとれないところが一番の問題であるが、複数の作業所をコントロールし、小工

場集団化することで、大きい工場と同じような機能を持たせることができる。 

（４）高齢者の活用について 

○ 多摩地域の高齢者活用について、福祉作業所は作業工賃の見積りができないため、工場

生産管理をやって退職した人が、そういった現場に入ってやってあげることが有効である

との考えが披露された。 

（５）その他 

○ MNH の販売戦略は、商品の味というよりも、パッケージがその地域の地域性を表してい

れば、成立するモデルであり、いろいろな地域資源がある多摩地域の可能性を感じたとの

意見があった。 

○ 臨時構成員から MNH のビジネスモデルの話を詳しく聞くにつれて、そのビジネスモデル

の精巧さが明らかになった。 
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ビジョン連携推進会議 第三分科会第２回 開催概要 

１ 日時    平成 25 年 10 月 21 日（月） 

２ テーマ   「地域資源を活かしたビジネス」 

３ 臨時構成員 株式会社 MNH 

４ 要旨 

（１）株式会社 MNH（以下「MNH」）設立の経緯・意義 

○ MNH は、生活雑貨メーカー「ノルコーポーレーション」の創業者が自分の培ってきた商
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て、「地域の資源と課題をお金と雇用に変える」をテーマに取り組んでいる。 

（２）地域商社の発想の背景、内容、実際の稼働状況 

○ 若者地域商社は、地域にある資源を結びつけて、上手な商品戦略により、売れることを

保証し、地域にお金と雇用を生む若者主体のコーディネート会社である。 

○ お土産業界というニッチなマーケットで、包装作業や農産加工を福祉作業所にお願いす

ることで、小売店には福祉作業所の関与商品として売り場の良い場所を確保させてもらい、

最初は小ロットでトライアルして、売れる手法を探るのがビジネスモデルである。 

○ 「天狗の鼻 棒かりんとう」というブランドで、13 種類の味、30 種類を超えるパッケ

ージで販売しており（平成 25（2013）年 10 月現在）、平成 24（2012）年には約 10万部袋

販売した。 

（３）地域 NPO 団体、福祉作業所との協業によるビジネス展開 

○ ただ商品を販売するだけなら、製造元と小売店だけで成り立つが、そこに MNH が入って、

包装、加工、配送などの作業を福祉作業所や NPO 団体に委託することで、地域にお金が落

ちる。 

○ 福祉作業所は、スペース的にも、設備的にも充実しており、いわば地域の資源である。

量産体制がとれないところが一番の問題であるが、複数の作業所をコントロールし、小工

場集団化することで、大きい工場と同じような機能を持たせることができる。 

（４）高齢者の活用について 

○ 多摩地域の高齢者活用について、福祉作業所は作業工賃の見積りができないため、工場

生産管理をやって退職した人が、そういった現場に入ってやってあげることが有効である

との考えが披露された。 

（５）その他 

○ MNH の販売戦略は、商品の味というよりも、パッケージがその地域の地域性を表してい

れば、成立するモデルであり、いろいろな地域資源がある多摩地域の可能性を感じたとの

意見があった。 

○ 臨時構成員から MNH のビジネスモデルの話を詳しく聞くにつれて、そのビジネスモデル

の精巧さが明らかになった。 
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ビジョン連携推進会議 第三分科会第３回 開催概要 

１ 日時    平成 26 年１月 20日（月） 

２ テーマ   「植物工場」 

３ 臨時構成員 玉川大学、株式会社サイテックファーム 

４ 要旨 

（１）LED 農園の可能性（植物工場の必要性、工場野菜の需要、植物工場の仕組み） 

○ 植物工場については、1980 年代から研究、開発が続いている。植物工場には太陽光併

用型と完全制御型があり、後者は、温度、湿度、光などの栽培環境をコントロールし、効

率的かつ安全に作物を生産するシステムである。 

○ 植物工場は、天候に左右されずに作物を安定供給できるため、食料不足が予想される将

来、世界的に不可欠な技術と考えられている。さらに、広大な土地を必要とせずに建物内

で栽培ができることから、消費地の近くで作物を生産することが可能になる。 

○ しかし、完全制御型植物工場は、採算が合わず事業化に成功しないケースが多かった。 

○ 玉川大学では、LED を用いた植物栽培システムの研究、開発に取り組んできた。 

○ LED は波長制御がしやすく、赤、青、緑それぞれの照射波長をバランスよく配合するこ

とで、栄養価、風味、食感等をコントロールすることができる。一方で、LED は、価格が

高く、高出力で使用すると劣化が早くなるという欠点がある。 

○ これらの欠点を補うため、玉川大学では、昭和電工アルミ販売株式会社と共同で「ダイ

レクト冷却式ハイパワーLED パネル」を開発した。この LED パネルにより、LED の特長を

活かしながら、耐久性の大幅な向上と照明電力費の半減を実現している。 

（２）植物工場における産学連携の現状 

○ 玉川大学と西松建設株式会社は、平成 24（2012）年１月に、LED 植物栽培技術の開発・

事業化に関する協定を締結した。上記（１）の LED 植物栽培システムについて、生産性と

高品質化を両立させた収益性の高い事業化モデルを確立することを目指している。 

○ 現在、玉川大学内で LED を光源とした野菜生産システム「Sci Tech Farm(LED 農園)」

を稼動し、１日約 600 株のリーフレタスを生産している。Sci Tech Farm は、栽培環境を

科学と技術の力で自動的にコントロールし、栽培工程も自動化している。 

○ LED 農園の事業化に向けて、西松建設は、株式会社サイテックファームを設立し、平成

25（2013）年２月から、Sci Tech Farm で生産したレタスを小田急線沿線のスーパーで販

売している。さらに、Sci Tech Farm の技術について特許を出願しているほか、今後は、

生産プラントの販売も開始する予定である。 

（３）LED 農園と従来型農業（都市型農業）の現状・特性 

○ 農業の主体は露地栽培であり、植物工場は補助的な生産方法である。農作物の一定割合

を植物工場で安定的に生産することにより、生産全体の安定につながる。 

○ 日本の農業において、個人、法人を問わず多様な経営主体の参入を促進するとともに、

経営基盤の強化を図っていくことも必要である。 

○ LED 農園により、消費者ニーズに対応した付加価値のある野菜を生産して新たなマー 

ケットを開拓することで、株式会社の農業参入が広がっていく可能性がある。 

○ 新たな農業ビジネスモデルを踏まえて、様々な農業形態が日本の農業の発展を支えてい

くことができるように、産業振興や環境保全の点から行政が対応すべき課題を考えていく

必要がある、との意見があった。 
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ビジョン連携推進会議 第四分科会第１回 開催概要 

１ 日時    平成 25 年 10 月 10 日（木） 

２ テーマ   「スマートシティ」 

３ 臨時構成員 三井不動産株式会社 

４ 要旨 

（１）「柏の葉スマートシティ」の概要 

○ 「柏の葉キャンパス」は、千葉県柏市北部地区に位置し、千葉県が施行した土地区画整

理事業区域において、公民学の連携によってまちづくりが進められてきた。 

○ 柏の葉エリアにおける公民学連携の拠点として「柏の葉アーバンデザインセンター」

(UDCK)が設けられ、まちづくりに係る様々な事業の企画、調整、連携を担っている。 

○ 柏の葉では、これまでのまちづくりのプロセスをもとに、「環境共生」、「健康長寿」、「新

産業創造」の３つの統合モデルを「スマートシティ」と位置付けた「柏の葉スマートシ  

ティプロジェクト」を推進している。 

（２）AEMS(エリアエネルギー管理システム)の内容と効果 

○ 平成 26（2014）年に竣工する街区では、エリアエネルギー管理システム(AEMS)を新た

に構築して、地域全体のエネルギー需給状況を一元管理する。 

○ 上記の街区では、さらに、自然エネルギー及び未利用エネルギーの活用、パッシブデザ

インを取り入れた建築等とあわせて、エネルギーの効率運用を図り、CO2 排出量を大幅に

削減する。 

○ AEMS はエリア拡張と機能の充実を図りながら、将来的には柏の葉全域で「スマートグ

リッド」機能を備えたネットワークを構築し、再生可能エネルギーを中心としたエネル 

ギーマネジメントを行っていく。 

（３）これまでの成果やまちびらき後に生じた課題と解決策 

○ 柏の葉は、東京大学及び千葉大学が立地し、大学からの提唱により、UDCK の設置など、

公民学連携による課題解決のプラットフォームが構築されてきた。 

○ 柏の葉で不動産開発を行っている三井不動産は、UDCK の運営や課題解決に向けた事業

を推進するなど、開発後のエリアマネジメントにも関わっている。 

○ エネルギーマネジメントについては、エネルギー管理システムとあわせて、コミュニ 

ティが課題を共有して取り組むことが重要である。 

○ 柏の葉では、居住者のコミュニティへの参加が多く、サークルなど同じ目的のコミュニ

ティへの参加が地域のコミュニティの形成につながっている。 

（４）スマートシティの他地域での展開の条件、可能性等 

○ 既存市街地のスマートシティ化については各構成員とも関心が高く、個別の建物のス 

マート化、再開発を契機とすることなどの手法について意見交換が行われた。 

○ スマートシティ化については、環境やコミュニティの素養のあるまちであることが条件

であるという意見や三井不動産のようにまちをつなぐ役割を担う人が重要であるなどの

意見があった。 

○ スマートシティの一番重要な要素として、歩ける範囲（20 分程度）に生活レベルで必

要な機能が備わっていることが挙げられた。 

○ 柏の葉では大学が重要な役割を担っているが、多摩地域についてみると、大学が市街地

の中心にないことなどが、条件として不利ではないかという意見があった。 
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ビジョン連携推進会議 第四分科会第１回 開催概要 

１ 日時    平成 25 年 10 月 10 日（木） 

２ テーマ   「スマートシティ」 

３ 臨時構成員 三井不動産株式会社 

４ 要旨 

（１）「柏の葉スマートシティ」の概要 

○ 「柏の葉キャンパス」は、千葉県柏市北部地区に位置し、千葉県が施行した土地区画整

理事業区域において、公民学の連携によってまちづくりが進められてきた。 

○ 柏の葉エリアにおける公民学連携の拠点として「柏の葉アーバンデザインセンター」

(UDCK)が設けられ、まちづくりに係る様々な事業の企画、調整、連携を担っている。 

○ 柏の葉では、これまでのまちづくりのプロセスをもとに、「環境共生」、「健康長寿」、「新
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（３）これまでの成果やまちびらき後に生じた課題と解決策 
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ティへの参加が地域のコミュニティの形成につながっている。 

（４）スマートシティの他地域での展開の条件、可能性等 

○ 既存市街地のスマートシティ化については各構成員とも関心が高く、個別の建物のス 

マート化、再開発を契機とすることなどの手法について意見交換が行われた。 

○ スマートシティ化については、環境やコミュニティの素養のあるまちであることが条件

であるという意見や三井不動産のようにまちをつなぐ役割を担う人が重要であるなどの

意見があった。 

○ スマートシティの一番重要な要素として、歩ける範囲（20 分程度）に生活レベルで必

要な機能が備わっていることが挙げられた。 

○ 柏の葉では大学が重要な役割を担っているが、多摩地域についてみると、大学が市街地

の中心にないことなどが、条件として不利ではないかという意見があった。 
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ビジョン連携推進会議 第四分科会第２回 開催概要 

１ 日時    平成 26 年１月 14日（火） 

２ テーマ   「再生可能エネルギーを活用したまちづくり」 

３ 臨時構成員 株式会社三菱総合研究所 

４ 要旨 

（１）まちづくりとしてのスマートコミュニティについて 

○ スマートコミュニティは、環境配慮型都市、環境未来都市などといわれ、再生可能エネ

ルギーをはじめとする地域エネルギーを賢く活用するとともに、交通システムや住民のラ

イフスタイルの変革までをも複合的に組み合わせた社会システムないしインフラと定義

できるとの考えが示された。 

○ スマートコミュニティは、未利用エネルギーの活用に地域の企業や住民が取り組むこと

によって、地域内で関連産業の育成、付加価値生産の増加によって地域のお金が循環して

いく効果が期待され、近年自治体の関心が高まっている。 

○ スマートコミュニティは、①「手段」であって「目的」ではないこと、②「まちづくり」

をテーマとした PPPないし PFI 事業であるとの認識を官民双方が持つこと、③採算性を確

保することが事業計画策定段階のポイントである。 

（２）いちき串木野市における再生可能エネルギーを活用したまちづくりについて 

○ いちき串木野市は、鹿児島県の薩摩半島の北西部に位置する人口約３万人の地方都市。 

○ 市内には、焼酎やさつま揚げの食品加工を中心とした西薩中核工業団地があり、ここを
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○ 成功要因には、地域で一番信頼できる企業がやる気になったこと、最後まで経営責任を

持つ事業主体が存在したことなどが挙げられる。 

○ 「日本一環境負荷の少ない工業団地」を掲げ事業を進めていった結果、送電開始後、工

業団地に１社が進出し、事業主体を含めて、19名の雇用が新たに発生した。 

○ 市では、市有地に１メガワットの太陽光パネルを設置し、その売電収入の一部を地域振

興等に還元する取組を推進している。 

（３）再生可能エネルギーを活用したまちづくりの多摩地域における展開可能性について 

○ スマートコミュニティの望ましい導入形式は、各都市によって異なる。まず自分たちの

地域資源を見直すことが重要であり、それなしでは成功は難しい。 

○ 多摩地域にも工業団地はあり、屋根借り方式は、多摩地域でも展開可能である。 

○ 多摩地域には、同じような集合住宅が多くあり、自治体間で協働して再生可能エネル 

ギーの導入を促進してもいいと思う。 
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１ 多摩振興プロジェクトとは 

「多摩振興プロジェクト－多摩の総合的な振興策－」は、人・産業・自然・空間等の

多摩地域の固有資源を最大限活用するとともに、横田基地の軍民共用化を視野に入れな

がら、技術力の高い企業の集積が進んでいる首都圏の各都市との広域連携を強めること

を視点に、「多摩リーディングプロジェクト」（平成 17 年１月策定、平成 19 年１月改訂）

を拡充し、多摩の総合的な振興策として再編成するものとして、平成 21 年２月に策定

した。 

 

２ 策定の考え方 

「多摩リーディングプロジェクト」の改訂版策定から２年が経過し、事業の進捗に応

じた展開が必要なものや、新たな取組を求められている課題も生じてきた。 

こうしたことから、従来の多摩リーディングプロジェクトの「多摩重点推進事業」に

ついて、進捗状況を検証して内容の充実等を行うほか、以下の視点により、多摩の振興

に資する事業は積極的に取り入れ、これらを「多摩プロジェクト事業」として位置付け、

充実を図ることとした。 

○ 「多摩重点推進事業」の充実強化 

○ 都の緊急課題等に対応し、都全域で展開する事業のうち、多摩振興に資するもの 

○ 多摩地域でも重要な課題となっている福祉・医療・教育等のソフト系事業 

 

３ 振興策の３つの柱 

① 多摩プロジェクト事業の推進 

 ・医療・福祉・環境・スポーツ振興などの分野において、都が市町村と一体となって

協働して取り組む事業（支援・補助等） 

② 国等への働きかけ 

 ・横田基地軍民共用化や、圏央道・東京外かく環状道路・国道 16 号・JR 中央線の複々

線化の整備促進等について働きかけ 

③ 市町村への支援 

  ・市町村の自主性・自立性向上のため、人的支援、財政支援、助言・情報提供を実施 

      

 
 

多摩振興の  

一体的展開 

多摩プロジェクト事業の推進 
・無電柱化、校庭の芝生化 
・スポーツ振興の推進 
・子育て支援の推進  等 

    【60 事業】 

国等への働きかけ 

・横田基地軍民共用化 
・圏央道、国道 16 号整備 
・JR 中央線複々線化 等 
 

 
市町村への支援 

 ・まちづくり 
 ・産業振興 
 ・環境保全 等の取組 
 

振

興

策

の

３

つ

の

柱 

「多摩振興プロジェクト」の取組状況 
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施策テーマ１ 新しい流れを作る多摩 ～基盤整備～ １～12 

４ 多摩プロジェクト事業の取組状況 

 

 

 

 

○ 多摩南北道路主要５路線 計画延長 約 79.8 ㎞ 整備率 約 74％ 
（平成 25 年 3 月末時点） 

計画 

延長 

完成 

延長 整備率 

事業中 

延長 路線名 

(km) (km) (％) (km) 

調布保谷線 14.2   8.5   60 5.7  

府中清瀬線 17.6  17.2   98  0.4  

府中所沢・鎌倉街道線 27.3  16.5   60  4.4  

立川東大和線  9.2   5.4   58  0.0  

八王子村山線 11.5  11.5  100  0.0 

   八王子村山線 平成 20 年５月 全線開通 

   府中清瀬線  平成 25 年３月 全線開通 

 

 

○ JR 中央線（三鷹駅～立川駅間）延長 13.1km 踏切除却 18 か所 平成 25 年度事業完了 

三鷹駅～国分寺駅間：平成 21 年 12 月高架化完了（踏切 13 か所除却） 

西国分寺駅～立川駅間：平成 22 年 11 月高架化完了（踏切５か所除却） 

○ JR 南武線（稲田堤駅～府中本町駅間）延長 4.3km 踏切除却 15 か所 

稲田堤駅～矢野口駅付近間：平成 17 年 10 月高架化完了（踏切８か所除却） 

矢野口駅付近～府中本町駅間：平成 25 年 12 月高架化完了（踏切７か所除却） 

○ 京王京王線・相模原線（調布駅付近）延長 3.7km 踏切除却 18 か所  

平成 24 年８月地下化完了（踏切 18 か所除却） 

○ 西武新宿線ほか２路線（東村山駅付近） 平成 25 年度事業化 

 

 

○ 新滝山街道の整備  

八王子市宮下町～戸吹町 約 2.6km 平成 25 年３月交通開放により、全線（７km）開通 

 

 

○ 飯能所沢線との接続路線 東村山３・４・35 平成 23 年９月都市計画決定 

○ 南多摩尾根幹線への接続方法 相模原市など関係機関と調整中 

 

 

○ 多摩東西道路主要４路線の整備 

・東八道路（府中所沢線～国道 20 号線）府中国立区間 平成 23 年７月事業認可取得 

・新青梅街道（立川東大和線～福生３・５・24 西側） 

上北台区間 平成 23 年 12 月事業認可取得、瑞穂区間 平成 24 年７月事業認可取得 

 

 

○ 継続９路線 平成 25 年度末までに６路線が完成 

○ 新規９路線 平成 25 年度末までに１路線で用地取得完了、残る路線でも事業中 

１ 多摩南北道路主要５路線の整備 

２ 連続立体交差事業の推進 

３ 圏央道アクセス道路の整備 

４ 都県境を越えた道路ネットワークの形成 

５ 区部・多摩を結ぶ骨格幹線道路の整備推進 

６ 新みちづくり・まちづくりパートナー事業 
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○ 都立公園等の整備（一般公園の造成） 

   武蔵野公園、井の頭恩賜公園など、平成 21～25 年度に延べ 62 公園にて実施 

○ 都立公園の防災機能の強化充実 

・大規模救済活動等の拠点整備 武蔵野の森公園、神代植物公園、小金井公園など 

・避難場所の整備 避難場所誘導用の入口表示灯、非常用便所等の整備 

   府中の森公園、東村山中央公園、小平霊園、多磨霊園など 16 か所 

○ 地域が一体となった良好な景観形成 井の頭恩賜公園の再整備 平成 23 年度完了 

○ 国体競技施設の整備 小金井公園弓道場の改修・再整備 平成 24 年度完了 

 

 

○ 都道における街路樹のモデル整備 多摩地域９路線 

多摩南北主要５路線、井の頭通り、東八道路、新奥多摩街道、多摩湖自転車道  

○ グリーンロード・ネットワーク 植栽工事 

吉野街道（青梅市）、鎌倉街道（町田市）、野猿街道（八王子市）などで実施 

 

 

○ 都道の無電柱化 野猿街道（八王子市子安町）多摩ニュータウン通り（多摩市乞田）等 

○ 市町村道の無電柱化支援 八王子市、立川市、青梅市、三鷹市、武蔵野市、福生市 

 

 

○ 東八道路 平成 24 年度までに約７km を整備 

 

 

○ 渋滞緩和を図るため、「交差点すいすいプラン 100」（平成６年策定）に引き続き、

平成 17 年度から実施 

主な完成か所(交差点)晴見町二丁目(府中市)、堀向北(昭島市)、前原坂上(小金井市) 

 

 

○ 市町村が行う道路の新設・改築や補修、歩道等の整備と防護柵や道路照明の設置、 

準用河川の改修、都市公園の整備等について支援 

 

 

７ 都市公園の整備 

８ 緑の拠点をつなぐ「グリーンロード・ネットワーク」の形成・充実 

９ 無電柱化の推進 

10 自転車走行空間の整備 

11 第２次交差点すいすいプランの推進 

12 多摩地域における基盤整備の支援 
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○ 地域が一体となった良好な景観形成 井の頭恩賜公園の再整備 平成 23 年度完了 

○ 国体競技施設の整備 小金井公園弓道場の改修・再整備 平成 24 年度完了 

 

 

○ 都道における街路樹のモデル整備 多摩地域９路線 

多摩南北主要５路線、井の頭通り、東八道路、新奥多摩街道、多摩湖自転車道  

○ グリーンロード・ネットワーク 植栽工事 

吉野街道（青梅市）、鎌倉街道（町田市）、野猿街道（八王子市）などで実施 

 

 

○ 都道の無電柱化 野猿街道（八王子市子安町）多摩ニュータウン通り（多摩市乞田）等 

○ 市町村道の無電柱化支援 八王子市、立川市、青梅市、三鷹市、武蔵野市、福生市 

 

 

○ 東八道路 平成 24 年度までに約７km を整備 

 

 

○ 渋滞緩和を図るため、「交差点すいすいプラン 100」（平成６年策定）に引き続き、

平成 17 年度から実施 

主な完成か所(交差点)晴見町二丁目(府中市)、堀向北(昭島市)、前原坂上(小金井市) 

 

 

○ 市町村が行う道路の新設・改築や補修、歩道等の整備と防護柵や道路照明の設置、 

準用河川の改修、都市公園の整備等について支援 

 

 

７ 都市公園の整備 

８ 緑の拠点をつなぐ「グリーンロード・ネットワーク」の形成・充実 

９ 無電柱化の推進 

10 自転車走行空間の整備 

11 第２次交差点すいすいプランの推進 

12 多摩地域における基盤整備の支援 
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施策テーマ２ モノを産み出す多摩 ～産業～ 13～20

○ 産業サポートスクエア・TAMA の開設 平成 22 年２月

多摩テクノプラザ、経営サポート館など

東京都中小企業振興公社 東京都商工会連合会

東京都立産業技術研究センター 東京都立多摩職業能力開発センター

東京都農林総合研究センター 東京都農林水産振興財団 などが入居

・イ

・

ンキュベーションオフィス・TAMA（６室）の開設 平成 22 年４月

・多摩職業能力開発センターを移転（新校舎開設） 平成 23 年４月

○ 新たな産業交流拠点の整備

「産業交流拠点（仮称）の整備に関する管理運営手法等の詳細調査」を実施

（平成 25 年 10 月〜平成 26 年３月）

○ 広域産産連携支援事業 多摩地域の中小企業と大手企業等との事業連携の促進

・コラボレーション交流会や研究会の実施

・普及セミナーの実施（（公財）中小企業振興公社多摩支社）

○ 多摩の世界発信・進出企業の発掘 「多摩地域の技術を世界へ！ 技術サイト多摩」

平成 22 年２月開設（同公社） 平成 26 年２月末現在 登録数 391 団体

○ 産学公金における連携プロジェクトの実現に向けた支援（平成 25 年 12 月末時点）

・参加団体：合計 968 団体 進行中の連携プロジェクト：37 件

分科会設置数：合計９分科会

・プロジェクト例

介護見守り統合システムの開発、電子ペーパープロジェクト､３次元タッチプロー

ブの開発、林業作業者向けヘルメット装着型無線通信システムプロジェクト

○ 発表会・シンポジウム等の開催

・「都市科学連携機構施策提案発表会」、「大都市研究リーディングプロジェクト発表会」、

「多摩コミュニティビジネスネットワーク・シンポジウム 2013」、「環境・エネルギー

フォーラム 2013in 八王子」、「TAMA NEXT ファーマーズプログラム」等の実施

・中小企業向け環境学習講座の実施（秋葉原サテライト）平成 23・24 年度

・多摩の魅力発信講座の実施 平成 23～25 年度

・技術交流会の実施 平成 23～25 年度

・講師派遣等の受託事業（八王子市、青梅市、調布市ほか）

○ 産学公連携に関する協定の締結

・多摩信用金庫 東京商工会議所等 平成 23 年度

・日野市、東京中小企業投資育成株式会社等 平成 24 年度

・東京都農林水産振興財団 東京都都市づくり公社 平成 25 年度

○ 候補地選定（八王子西 IC 周辺・青梅 IC 周辺）

・「西南部物流拠点整備検討協議会」の設置（都・市）

・平成 20 年５月「東京都西南部の流通業務施設に関する整備方針」により選定

・八王子市・青梅市において物流拠点の整備に向け検討

13 多摩産業支援拠点の整備

14 多摩地域の産業交流の活性化

15 首都大学東京「産学公連携センター」の運営

16 西南部物流拠点の整備促進



「多摩振興プロジェクト」の取組状況 

○ 「しごとセンター多摩」による就業支援（（公財）東京しごと財団）

・総合相談サービス：総合案内、情報コーナーの運営など

・キャリアカウンセリング、能力開発コース、土曜就活セミナーなどの実施

・ターゲットを絞ったサービス提供：フリーター等、女性の再就職、定年等退職者に

対する支援

・地域と連携した就業支援：企業向けセミナー、合同就職面接会などを中小企業団

体、市町村等と連携して実施

・センター利用者数：延べ 134,720 人 就職者数：延べ 11,927 人（平成 26 年１月末時点）

○ 都市の優位性を発揮した新しい農業経営の育成

・生産緑地保全整備 平成 21 年度 ７事業

・遊休農地の有効利用や再生を支援

・高い経営意欲を持つ農業者の支援 平成 22～25 年度累計 60 件（延べ）

・チャレンジ農業支援センター（平成 25 年４月設置）による農業経営支援

○ 意欲ある後継者の育成・支援

・フレッシュ＆Ｕターン農業後継者セミナーの開催（平成 20 ～ 25 年度累計　240 名）

・企業的経営者育成セミナーの開催（各年度 10 名程度）

・就農支援資金の貸付（各年度３件程度）

○ 都民の農業への理解の促進と都市農地の積極的保全

・市区が策定する「都市と農業が共生するまちづくりモデルプラン」の実現を支援

日野市、西東京市、立川市、国立市、調布市、世田谷区

・農地と担い手マッチングの推進（（公財）東京都農林水産振興財団）

・農作業サポーター支援、遊休農地利活用促進

多様な担い手の活用や新規就農者の育成対策などにより、遊休農地対策を実施

○ 食の安全・安心と食育の推進

・「東京都生産情報提供食品登録制度」の推進

登録事業 4,343 事業 食品 385 品（平成 26 年３月現在）

・農産物安全確保調査分析、畜産物安全性確保対策などの実施

○ 東京産緑化植物の供給拡大 苗木の生産供給 平成 22～25 年度累計 約 94 万本

○ 生産基盤整備（林道整備） 平成 21～25 年度累計 約 11.7km

○ 集約モデル地区整備 作業路整備、利用間伐の実施、人材育成 平成 24 年度まで

実施地区：あきる野市養沢地区、日の出町大久野地区

○ 境界明確化作業の実施 平成 21～24 年度（終了）累計 12 地区 1,081ha にて実施

・森林地図情報システムの森林組合への導入・稼動 平成 21 年度導入

○ 多摩産材の都の率先利用 都立学校 平成 20～25 年度累計 37 校 366.02ｍ3

○ 利用拡大に向けた提案公募

・提案公募型事業 平成 20～23 年度累計 23 件

（内訳：施設展示タイプ ６件 普及啓発タイプ 10 件 住宅等提案型 ３件

木材利用等提案型 累計４件）

・多摩産材利用開発事業 平成 24～25 年度累計 10 件

○ 森林吸収源機能評価 平成 23～25 年度累計 106 件

17 多摩地域における就業支援の展開

18 東京農業の確立

19 森林の循環再生プロジェクト

20 多摩産材の利用拡大
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「多摩振興プロジェクト」の取組状況 

○ 「しごとセンター多摩」による就業支援（（公財）東京しごと財団）

・総合相談サービス：総合案内、情報コーナーの運営など

・キャリアカウンセリング、能力開発コース、土曜就活セミナーなどの実施

・ターゲットを絞ったサービス提供：フリーター等、女性の再就職、定年等退職者に

対する支援

・地域と連携した就業支援：企業向けセミナー、合同就職面接会などを中小企業団

体、市町村等と連携して実施

・センター利用者数：延べ 134,720 人 就職者数：延べ 11,927 人（平成 26 年１月末時点）

○ 都市の優位性を発揮した新しい農業経営の育成

・生産緑地保全整備 平成 21 年度 ７事業

・遊休農地の有効利用や再生を支援

・高い経営意欲を持つ農業者の支援 平成 22～25 年度累計 60 件（延べ）

・チャレンジ農業支援センター（平成 25 年４月設置）による農業経営支援

○ 意欲ある後継者の育成・支援

・フレッシュ＆Ｕターン農業後継者セミナーの開催（平成 20 ～ 25 年度累計　240 名）

・企業的経営者育成セミナーの開催（各年度 10 名程度）

・就農支援資金の貸付（各年度３件程度）

○ 都民の農業への理解の促進と都市農地の積極的保全

・市区が策定する「都市と農業が共生するまちづくりモデルプラン」の実現を支援

日野市、西東京市、立川市、国立市、調布市、世田谷区

・農地と担い手マッチングの推進（（公財）東京都農林水産振興財団）

・農作業サポーター支援、遊休農地利活用促進

多様な担い手の活用や新規就農者の育成対策などにより、遊休農地対策を実施

○ 食の安全・安心と食育の推進

・「東京都生産情報提供食品登録制度」の推進

登録事業 4,343 事業 食品 385 品（平成 26 年３月現在）

・農産物安全確保調査分析、畜産物安全性確保対策などの実施

○ 東京産緑化植物の供給拡大 苗木の生産供給 平成 22～25 年度累計 約 94 万本

○ 生産基盤整備（林道整備） 平成 21～25 年度累計 約 11.7km

○ 集約モデル地区整備 作業路整備、利用間伐の実施、人材育成 平成 24 年度まで

実施地区：あきる野市養沢地区、日の出町大久野地区

○ 境界明確化作業の実施 平成 21～24 年度（終了）累計 12 地区 1,081ha にて実施

・森林地図情報システムの森林組合への導入・稼動 平成 21 年度導入

○ 多摩産材の都の率先利用 都立学校 平成 20～25 年度累計 37 校 366.02ｍ3

○ 利用拡大に向けた提案公募

・提案公募型事業 平成 20～23 年度累計 23 件

（内訳：施設展示タイプ ６件 普及啓発タイプ 10 件 住宅等提案型 ３件

木材利用等提案型 累計４件）

・多摩産材利用開発事業 平成 24～25 年度累計 10 件

○ 森林吸収源機能評価 平成 23～25 年度累計 106 件

17 多摩地域における就業支援の展開

18 東京農業の確立

19 森林の循環再生プロジェクト

20 多摩産材の利用拡大
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施策テーマ３ 魅力を活かす多摩 ～自然・観光～ 21～32  

 

 

○ 保全地域の指定状況 平成 25 年３月時点 計 49 か所 約 755ha 

自然環境保全地域１か所 森林環境保全地域 1 か所 里山保全地域３か所 

歴史環境保全地域６か所 緑地保全地域 38 か所 

○ 平成 21 年度以降の指定 

平成 21 年３月 八王子堀之内(里) 約 7.6ha 

平成 23 年３月 八王子暁町(緑)  約 2.4ha 

平成 25 年３月 八王子滝山(里)  約 3.9ha 

 

 

○ 東京グリーンシップ・アクション 11 地域・約 30 団体（企業等）で実施  

○ 東京グリーン・キャンパス・プログラム ４地域・４大学で実施 

大 学 保 全 地 域 年 度 実施主体 

桜美林大学 七国山緑地保全地域（町田市） 20 年度～ 大学・都 

恵泉女学園大学 多摩東寺方緑地保全地域（多摩市） 21 年度～ 大学・都 

明星大学 日野東光寺緑地保全地域（日野市） 22 年度～ 大学・都 

首都大学東京 八王子暁町緑地保全地域（八王子市） 24 年度～ 大学・都 

 

 

○ 東京都専門委員（東京都レンジャー）の設置 12 名 

   高尾自然公園管理センター3 奥多摩自然公園管理センター9（奥多摩・御岳・檜原各 3） 

○ サポートレンジャー育成  各年度 20 名程度（現在 総計 137 名） 

 

 

○ 下水道未普及地域の解消 

平成 21 年７月 多摩川上流幹線の完成 奥多摩町で流域関連公共下水道が供用開始 

平成 24 年度末 多摩地域の下水道普及率 99％ 

○ 合流式下水道の改善 

平成 21 年７月 北多摩第二号幹線雨水吐口への水面制御装置の設置完了 

平成 22 年１月 野川処理区の合流改善施設（雨水貯留施設）の工事着手 

○ 高度処理施設の供用開始 

平成 16 年度 流域下水道の７つ全ての水再生センターで高度処理が可能となる 

平成 21 年度 清瀬水再生センターなど４か所で高度処理施設を整備 

平成 22 年度 北多摩一号水再生センターなど４か所で高度処理施設を整備 

平成 23 年度 南多摩水再生センターなど７か所で高度処理施設を整備 

平成 24 年度 多摩川上流水再生センターなど６か所で高度処理施設を整備 

平成 24 年度末時点 高度処理の施設能力の割合 約５割 

21 保全地域制度による緑地保全 

22 企業・大学及びＮＰＯとの協働による緑の保全 

23 東京都レンジャーによる自然公園の適正利用・管理 

24 多摩地域の水環境の維持・向上 



「多摩振興プロジェクト」の取組状況 

○ 小河内貯水池周辺のサクラ景観保全 大麦代地区の整備を実施

衰退木の伐採 464 本 後継樹の植栽 511 本

○ 「多摩川水源森林隊」による森林保全（平成 25 年３月末）

学習活動 33 回・延べ参加者 665 名　保全活動 1,353 回・延べ参加者 16,497 名

○ 奥多摩町水道事業の都営一元化 平成 22 年４月

新桧村浄水所（仮称）等の整備を実施中

○ 大栗川、乞田川、境川などの中小河川にて実施

○ 多摩川の川魚資源の増大・質の向上に向けた取組

・「江戸前アユ」復活事業 産卵場造成、魚道の維持管理体制構築、アユの香り改善調査

・「奥多摩やまめ」の振興 生産体制の整備、冷凍フィレなど加工品の開発

○ 森林再生事業（間伐） 平成 14 年度から実施 平成 14～24 年度累計 約 6,300ha

手入れの遅れている多摩地域の人工林において都が市町村と連携して間伐を実施

○ 枝打ち 平成 18 年度から実施 平成 18～24 年度累計 約 1,083ha

間伐実施地を対象に、都が市町村と連携して強度の枝打ちを実施し花粉を除去

○ 「高尾山利用ルール」（明治の森高尾国定公園） 普及啓発と安全対策の取組

○ 自然公園の地域連携事業 平成 23 年度終了 奥多摩町、檜原村にて実施

○ スギ花粉飛散量の削減 平成 18 年度から実施

・主伐事業 平成 24 年度までに累計 470ha の主伐契約

スギ林の伐採、花粉の少ないスギ等の植栽

・色彩豊かな森事業 小面積伐採と広葉樹の植栽

平成 23 年度までに累計 150ha（平成 24 年度 新規休止）

○ 作業道整備 平成 21～24 年度累計 約 4.3km

○ シカ保護管理計画（平成 17 年策定 現在は第３期計画（H24～H28））

・個体数調整 捕獲頭数（奥多摩・青梅・檜原）平成 21～24 年度累計 約 1,040 頭

隣接県（山梨県、埼玉県）との共同捕獲の実施

・モニタリング調査等（生息状況調査、被害状況調査、植生調査）

・植生回復（防護柵の設置・管理）、農林業被害の防除（囲い柵、単木保護ネット）

25 多摩地域の水源地対策及び景観の保全

26 水辺空間における緑化の推進

27 多摩川の魅力発信・創出

28 多摩の森林再生

29 「自然の力・東京」事業の推進

30 スギ花粉発生源対策

31 シカの食害対策
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隣接県（山梨県、埼玉県）との共同捕獲の実施

・モニタリング調査等（生息状況調査、被害状況調査、植生調査）

・植生回復（防護柵の設置・管理）、農林業被害の防除（囲い柵、単木保護ネット）

25 多摩地域の水源地対策及び景観の保全

26 水辺空間における緑化の推進

27 多摩川の魅力発信・創出

28 多摩の森林再生
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30 スギ花粉発生源対策
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○ 地域観光資源の活用促進 

・多摩島しょ地域における観光施設整備等の支援 平成 21～25 年度累計 27 市町村 

・東京フィルムコミッション事業 

ロケ地マップの作成、撮影受入講習会、設立支援アドバイザー派遣（福生市、日の出町） 

○ 観光まちづくり推進組織等への支援 

・アドバイザー派遣 平成 21～25 年度累計 10 団体（平成 25 年 12 月末時点） 

・取組事例集の作成配付 年１回、観光まちづくりシンポジウムの開催 年１回 

・東京ひとり歩きサイン計画 観光案内標識の設置 平成 21・22・25 年度実施 

・あきる野・日の出・檜原地域の広域連携推進協議会に対する支援 平成 20～22 年度実施 

○ ウェブサイト「GO TOKYO」（旧「東京の観光」）による PR 

32 多摩の観光振興に対する支援 



「多摩振興プロジェクト」の取組状況 

施策テーマ４ 暮らしを守る多摩 ～安全・安心～ 33～44

○ 緊急輸送道路沿道の建物の耐震化 平成 26 年１月現在 

・特定緊急輸送道路沿道助成 助成あり:26 市２町１村 

○ 小中学校等の耐震化を促進 

＜公立＞小中学校施設の耐震化率(４月１日都全体)平成 21 年 82.6％→平成 25 年 98.2％ 

＜私立＞耐震診断、耐震補強工事・改築工事に対する補助や建築相談・説明会等を実施 

○ 保育所・社会福祉施設等の耐震化を促進 

・ 耐震診断への補助 平成 21～24 年度累計 262 棟 

・ 耐震改修への補助 平成 21～24 年度累計  96 棟 

・ 都内全施設の状況把握に向け、平成 24 年度に全数調査を実施 

○ ターミナル駅前滞留者対策事業の実施による対策の推進 

・協議会等への支援 平成 22 年度：八王子駅周辺滞留者対策推進協議会 

・訓練 平成 24 年２月：東京・新宿・池袋各駅、臨海部 平成 24 年９月：目黒駅 

○ 帰宅困難者対策条例の制定 

・「首都圏直下地震帰宅困難者等対策協議会」の設置(東京都・内閣府) 平成 23 年９月 

・「一斉帰宅抑制の基本方針」策定 平成 23 年 11 月 最終報告の策定  平成 24 年９月 

・「東京都帰宅困難者対策実施計画」策定 平成 24 年 11 月 

・帰宅困難者対策条例の施行 平成 25 年４月 

○ 都立一時滞在施設の整備 62 か所指定（平成 25 年４月現在 多摩地域）

○ 民間一時滞在施設の確保支援 

○ 災害時帰宅支援ステーションの拡充 九都県市で 22,712 か所(平成 26 年２月現在)  

○ 普及啓発 東京都帰宅困難者対策ハンドブック配布、帰宅困難者対策ポータルサイ

トの立ち上げ

○ 護岸工事（谷地川、空堀川、鶴見川、平井川等）平成 24 年度末累計 約 133.5km 

○ 土砂災害対策の推進 

モルタル吹付斜面の安全対策、砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事

業、石積擁壁 

○ 山間部における代替交通路線の整備 

・多摩川南岸道路 

 まこご橋 平成 25 年３月完成  将門大橋 平成 26 年３月完成 

 城山トンネル 平成 25 年３月貫通 

・秋川南岸道路 事業化に向けた調査等を実施中 

33 建築物の耐震化の促進 

34 震災時における駅前滞留者対策事業の推進 

35 多摩地域の中小河川の整備推進 

36 多摩地域における土砂災害対策の推進 
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「多摩振興プロジェクト」の取組状況 
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・特定緊急輸送道路沿道助成 助成あり:26 市２町１村 

○ 小中学校等の耐震化を促進 

＜公立＞小中学校施設の耐震化率(４月１日都全体)平成 21 年 82.6％→平成 25 年 98.2％ 

＜私立＞耐震診断、耐震補強工事・改築工事に対する補助や建築相談・説明会等を実施 

○ 保育所・社会福祉施設等の耐震化を促進 

・ 耐震診断への補助 平成 21～24 年度累計 262 棟 

・ 耐震改修への補助 平成 21～24 年度累計  96 棟 

・ 都内全施設の状況把握に向け、平成 24 年度に全数調査を実施 

○ ターミナル駅前滞留者対策事業の実施による対策の推進 

・協議会等への支援 平成 22 年度：八王子駅周辺滞留者対策推進協議会 

・訓練 平成 24 年２月：東京・新宿・池袋各駅、臨海部 平成 24 年９月：目黒駅 

○ 帰宅困難者対策条例の制定 

・「首都圏直下地震帰宅困難者等対策協議会」の設置(東京都・内閣府) 平成 23 年９月 

・「一斉帰宅抑制の基本方針」策定 平成 23 年 11 月 最終報告の策定  平成 24 年９月 

・「東京都帰宅困難者対策実施計画」策定 平成 24 年 11 月 

・帰宅困難者対策条例の施行 平成 25 年４月 

○ 都立一時滞在施設の整備 62 か所指定（平成 25 年４月現在 多摩地域）

○ 民間一時滞在施設の確保支援 

○ 災害時帰宅支援ステーションの拡充 九都県市で 22,712 か所(平成 26 年２月現在)  

○ 普及啓発 東京都帰宅困難者対策ハンドブック配布、帰宅困難者対策ポータルサイ

トの立ち上げ

○ 護岸工事（谷地川、空堀川、鶴見川、平井川等）平成 24 年度末累計 約 133.5km 

○ 土砂災害対策の推進 

モルタル吹付斜面の安全対策、砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事

業、石積擁壁 

○ 山間部における代替交通路線の整備 

・多摩川南岸道路 

 まこご橋 平成 25 年３月完成  将門大橋 平成 26 年３月完成 

 城山トンネル 平成 25 年３月貫通 

・秋川南岸道路 事業化に向けた調査等を実施中 

33 建築物の耐震化の促進 
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166

「多摩振興プロジェクト」の取組状況 

167 

 

 

○ 多摩総合医療センタ一 平成 22 年３月開設 

都立府中病院を、「多摩広域基幹病院」として、敷地内の隣接地へ新築・移転 

○ 小児総合医療センタ一 平成 22 年３月開設 

都立清瀬小児病院・都立八王子小児病院・都立梅ケ丘小児病院を統合 

・周産期医療の充実 

平成 22 年４月 総合周産期母子医療センターの指定 

平成 23 年２月 母体救命対応総合周産期母子医療センター(スーパー総合周産期

センター)指定 

・小児医療の充実 

平成 22年８月こども救命センターの指定 平成 25年２月小児がん拠点病院の指定 

○ 都立府中療育センターの改築 旧府中病院跡地 

平成 23 年６月 基本計画策定  平成 25～26 年度 基本設計 

多摩療育園(府中市西府町)と一体的に整備し、重症心身障害児（者）の療育の拠点

とする。 

 

 

○ 地域医療を支援する医師派遣システム 平成 21 年度創設 

市町村公立病院等を支援 

○ 医師奨学金 平成 21 年度創設 

○ 医師勤務環境改善対策・再就業対策等 

○ 東京医師アカデミーによる医師の育成と輩出 平成 20 年４月創設 

○ 小児医療 

・地域小児医療研修の実施、小児科医師を医療機関に派遣する大学への支援 

・小児の休日・全夜間診療 医師確保への支援 平成 22～24 年度 

・「こども救急センター」の創設 （指定：平成 22 年８月） 

多摩地域：都立小児総合医療センター 受入実績 473 件（平成 24 年度） 

・救急専門医等の養成（小児） 平成 22 年度～ 各年 250 名程度 

○ 看護職員短時間正職員制度導入促進 平成 21・22 年度 中小病院への支援 

○ 看護職員の確保 

・新人研修の体制充実 平成 24 年度 36 病院  

・離職看護師の再就業支援 

○ 救急医療体制の整備 

・「救急医療の東京ルール」の推進 平成 22 年７月 全都で運用開始 

・「東京都地域救急センター」の創設 平成 22 年７月 54 病院（平成 24 年８月(多摩)） 

○ 周産期医療 

・多摩地域におけるネットワークグループの構築  

・周産期連携病院(休日・全夜間診療事業)の創設 平成 21 年２月指定 

日本医科大学多摩永山病院（多摩市） 公立昭和病院（小平市） 

国家公務員共済組合連合会立川病院（立川市）（平成 25 年９月現在（全都 11 院）） 

○ 周産期母子医療センターの機能強化 

・産科医師のオンコール体制の整備 ・GCU（回復的治療室）の看護体制の充実 

・休日（日直）の診療体制の確保  ・看護師の増配置 

・「多摩新生児連携病院」の創設・指定 平成 22 年９月指定 

国家公務員共済組合連合会立川病院（立川市）、慈恵医大附属第三病院（狛江市）、

日本医科大学多摩永山病院（多摩市） 

38 地域医療体制の強化 

37 多摩メディカル・キャンパスの整備 



「多摩振興プロジェクト」の取組状況 

○「保育サービス拡充緊急３か年事業」の推進 「東京都保育計画（平成 22～26 年度）」

・認証保育所の設置促進 定員 5,638 人（多摩地域 平成 25 年４月１日現在） 

・認可保育所の設置促進 定員 66,026 人（多摩地域 平成 25 年４月１日現在） 

○ 子育てひろばの整備促進 26 市２町実施（平成 25 年４月１日現在） 

○ 「赤ちゃん・ふらっと」の整備促進 届出施設 330 か所（平成 26 年２月現在(多摩)） 

○ 学童クラブの整備・運営、児童館の整備を支援 

都型学童クラブ 平成 24 年度 163 か所（全都（６区 12 市）） 

○ 小・中学生に対する医療費助成 

・平成 21 年 10 月１日改正 自己負担 2 割⇒入院：なし、通院：１回につき上限 200 円 

・平成 24 年 10 月１日から所得制限が緩和（児童手当法の改正に伴う改正） 

○ 認知症高齢者グループホームの整備促進 平成 25 年４月１日 7,950 人（都全域）

○ 障害者のグループホーム 定員 5,979 人（平成 24 年度 都全域）

○ 通所施設等日中活動の場 定員 38,487 人（平成 24 年度 都全域）

○ 障害者就業・生活支援センター ３か所（多摩北部、多摩南部、多摩西部ブロック別） 

○ 区市町村障害者就労支援センターの設置 26 市町（平成 26 年３月） 

○ 障害者就労支援体制レベルアップ事業 就労支援機関従事者対象の研修を実施 

○ 職業訓練の充実 東京障害者職業能力開発校（小平）定員 260 人（平成 24 年度）

○ 職業的自立・生活安定に向けた緊急総合対策 平成 20～22 年度

   市区町村に窓口を整備し、生活相談、就業支援、資金の貸付を実施 

・職業訓練・就業講座 介護施設等のインターンシップ、キャリアカウンセリング等 

・就職チャレンジ支援事業 平成 20～23 年度 

職業訓練 修了者 4,705 人（都全域累計） 

就職チャレンジ支援相談室（多摩地域：国分寺分室） 登録 6,688 人（都全域累計） 

正社員採用助成金 利用申込数 302 人（都全域累計） 

・生活サポート特別貸付 

・低所得世帯の子供に対する学習塾等受講料や大学受験料等の無利子貸付 

チャレンジ支援貸付 平成 20～22 年度累計 約 12,000 件

受験生チャレンジ支援貸付 平成 24 年度 8,761 件 

○ 住居喪失不安定就労者・離職者等の支援 相談窓口「TOKYO チャレンジネット」開設 

○ ひとり親家庭への支援 「ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業」 26 市で実施 

○ 駅や公共施設周辺等の整備支援 八王子市、町田市、日野市、立川市、小平市

○ とうきょうトイレ整備事業 八王子市、町田市、青梅市、昭島市、日野市、 

東村山市、東大和市、清瀬市

○ 新たな課題に取り組む試行的事業で、区市町村独自の創意工夫によるものなど 

・子供家庭支援 ・地域福祉推進 ・高齢社会対策 ・障害者施策推進 ・医療保健政策

39 子育て支援の推進 

40 高齢者等を支える体制の整備 

41 障害者の就労支援と地域生活基盤の整備 

42 職業的自立・生活安定に向けた支援 

43 ユニバーサルデザインの視点に立った福祉のまちづくり 

44 地域の実情に応じた福祉保健サービスの充実＜福祉保健区市町村包括補助＞
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「多摩振興プロジェクト」の取組状況 

○「保育サービス拡充緊急３か年事業」の推進 「東京都保育計画（平成 22～26 年度）」

・認証保育所の設置促進 定員 5,638 人（多摩地域 平成 25 年４月１日現在） 

・認可保育所の設置促進 定員 66,026 人（多摩地域 平成 25 年４月１日現在） 

○ 子育てひろばの整備促進 26 市２町実施（平成 25 年４月１日現在） 

○ 「赤ちゃん・ふらっと」の整備促進 届出施設 330 か所（平成 26 年２月現在(多摩)） 

○ 学童クラブの整備・運営、児童館の整備を支援 

都型学童クラブ 平成 24 年度 163 か所（全都（６区 12 市）） 

○ 小・中学生に対する医療費助成 

・平成 21 年 10 月１日改正 自己負担 2 割⇒入院：なし、通院：１回につき上限 200 円 

・平成 24 年 10 月１日から所得制限が緩和（児童手当法の改正に伴う改正） 

○ 認知症高齢者グループホームの整備促進 平成 25 年４月１日 7,950 人（都全域）

○ 障害者のグループホーム 定員 5,979 人（平成 24 年度 都全域）

○ 通所施設等日中活動の場 定員 38,487 人（平成 24 年度 都全域）

○ 障害者就業・生活支援センター ３か所（多摩北部、多摩南部、多摩西部ブロック別） 

○ 区市町村障害者就労支援センターの設置 26 市町（平成 26 年３月） 

○ 障害者就労支援体制レベルアップ事業 就労支援機関従事者対象の研修を実施 

○ 職業訓練の充実 東京障害者職業能力開発校（小平）定員 260 人（平成 24 年度）

○ 職業的自立・生活安定に向けた緊急総合対策 平成 20～22 年度

   市区町村に窓口を整備し、生活相談、就業支援、資金の貸付を実施 

・職業訓練・就業講座 介護施設等のインターンシップ、キャリアカウンセリング等 

・就職チャレンジ支援事業 平成 20～23 年度 

職業訓練 修了者 4,705 人（都全域累計） 

就職チャレンジ支援相談室（多摩地域：国分寺分室） 登録 6,688 人（都全域累計） 

正社員採用助成金 利用申込数 302 人（都全域累計） 

・生活サポート特別貸付 

・低所得世帯の子供に対する学習塾等受講料や大学受験料等の無利子貸付 

チャレンジ支援貸付 平成 20～22 年度累計 約 12,000 件

受験生チャレンジ支援貸付 平成 24 年度 8,761 件 

○ 住居喪失不安定就労者・離職者等の支援 相談窓口「TOKYO チャレンジネット」開設 

○ ひとり親家庭への支援 「ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業」 26 市で実施 

○ 駅や公共施設周辺等の整備支援 八王子市、町田市、日野市、立川市、小平市

○ とうきょうトイレ整備事業 八王子市、町田市、青梅市、昭島市、日野市、 

東村山市、東大和市、清瀬市

○ 新たな課題に取り組む試行的事業で、区市町村独自の創意工夫によるものなど 

・子供家庭支援 ・地域福祉推進 ・高齢社会対策 ・障害者施策推進 ・医療保健政策

39 子育て支援の推進 

40 高齢者等を支える体制の整備 

41 障害者の就労支援と地域生活基盤の整備 

42 職業的自立・生活安定に向けた支援 

43 ユニバーサルデザインの視点に立った福祉のまちづくり 

44 地域の実情に応じた福祉保健サービスの充実＜福祉保健区市町村包括補助＞
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169 

施策テーマ５ 人を育む多摩 ～スポーツ・教育～ 45～53  

 

 

（多摩プロジェクト事業名：東京国体の開催） 

○ スポーツ祭東京２０１３の開催 

・第 68 回国民体育大会（冬季大会）平成 25 年１月 26 日～２月１日 

（本大会） 平成 25 年９月 28 日～10 月８日 

正式競技 40 公開競技３ デモンストレーションとしてのスポーツ行事 57 

全 62 市区町村で開催 選手・監督、関係者、観覧者等合計 約 101 万人 

・第 13 回全国障害者スポーツ大会 平成 25 年 10 月 12 日～14 日 

正式競技 13 オープン競技 17 

選手・監督、関係者、観覧者等合計 約 22 万人 

○ 市区町村の競技施設整備への支援 

○ 開催気運の醸成・開催記念事業への支援 

○ 多摩・島しょ地域の歴史や文化をまとめた開催記念書籍を発行 

 

 

○ 2020 年オリンピック・パラリンピック競技大会の開催都市が東京に決定 

 

 

○ 地域スポーツクラブの設立・育成支援 

・地域スポーツクラブ設立モデルの支援 平成 19～21 年度 多摩地域２市で展開 

・地域スポーツクラブの設置 47 区市町村 116 クラブ（平成 25 年 12 月末現在） 

○ 多摩川河川敷等を活用したウォーキング大会「多摩川ウォーキングフェスタ」の実施 

平成 20 年度（第１回）から、毎年 10 月に開催 平成 25 年度までに５回開催 

○ 武蔵野の森総合スポーツ施設（仮称）の整備 

平成 21 年４月 基本構想策定  平成 22 年８月 基本計画策定 

平成 23 年７月 基本設計完了  平成 24 年４月 西競技場 開業 

平成 25 年度 メインアリーナ、サブアリーナ、屋内プールの整備工事に着手 

○ 東京都市町村総合体育大会の開催（平成 25 年度は、国体開催のため開催なし） 

平成 21年度 東久留米市 平成 22年度 日野市 平成 23年度 羽村市 平成 24年度 国立市 

 

 

（多摩プロジェクト事業名：東京国体・オリンピックにつなげる学校体育の振興） 

○ 部活動による競技力の向上 

・強化練習会の開催 都中学校体育連盟 20 種目、都高等学校体育連盟 40 種目にて実施 

・国体強化部活動の指定 平成 25 年度 10 種目 17 部 

・運動部活動強化拠点の実施 平成 25 年度 ６種目６部 

・都立学校の県外遠征等の実施 平成 25 年度 11 校 

・平成 26 年度全国高等学校体育大会南関東ブロック合同開催に向けた準備 

○ スポーツ教育の推進 

・スポーツ教育推進校の指定 平成 25 年度 多摩 140 校（全都 300 校） 

非常勤講師の派遣 平成 25 年度 小学校 39 校、中学校 15 校 計 54 校（都全域） 

・スポーツ教育推進のために教材開発 補助教材の作成・配付 

・アスリートの学校派遣事業 平成 25 年度 62 区市町村（小 44 中 11 小中７） 

47 スポーツ振興の推進 

48 国体・オリンピックにつなげる学校体育の振興 

45 スポーツ祭東京２０１３の開催 

46 オリンピックムーブメントの推進 



「多摩振興プロジェクト」の取組状況 

○ 児童・生徒の学習のつまずきを防ぐ指導基準（東京ミニマム）の推進」

・東京ミニマム 平成 21 年度改訂 平成 22・23 年度パンフレット作成・配布

・児童・生徒の学力向上を図るための調査 小４、中１（抽出調査） 小５、中２（悉皆調査）

・各種説明会の開催 対象：全公立小中学校、市区町村教育委員会

・授業改善のポイント（リーフレット）の作成・配布

・「確かな学力向上実践研究推進校」指定 平成 21・22 年度 小学校６校、中学校３校

・「習熟度別少人数指導実践研究推進校」 平成 23・24 年度 小学校５校、中学校４校

○ 新学習指導要領に基づく教育活動の推進

・発展的な学習課題に関する教材開発・指導資料の作成

平成 22 年度 小学校編（４教科） 平成 23 年度 中学校編（５教科）

・学力向上パートナーシップ事業

平成 25・26 年度 ３区５市 小学校 13 校、中学校８校

○ 都立高校改革推進の総仕上げ

・平成 22 年４月開校 都立高校改革推進に基づく多摩地域での新規開校は完了

南多摩中等教育学校（八王子市） 三鷹中等教育学校（三鷹市）

町田総合学科高校（町田市） 多摩科学技術高校（小金井市）

○ 全国トップレベルの ICT 環境整備の実現

・校務用 LAN 整備 平成 21 年度完了 １人１台配備 校内 LAN 整備完了

・教育用 LAN 整備 教育用機器配備

・都立学校 ICT センター構築 平成 21 年度完了

・ICT 活用指導力向上研修の実施

○ 特別支援教育推進計画の展開

平成 21 年４月開校 青峰学園（青梅市）

平成 22 年４月開校 南大沢学園（八王子市） 増築 多摩桜の丘学園（多摩市）

平成 24 年４月開校 府中けやきの森学園（府中市） 改築 羽村特別支援学校（羽村市）

○ 社会性のある教育の推進 教育活動発表会、フリーマーケット方式の販売体験学習

○ 「東京文化発信プロジェクト」

・プレミアムコンサート（東京都交響楽団）

・「東京アートポイント計画」小金井アートフル・アクション!、TERATOTERA

○ 江戸東京たてもの園 移築・復元公開

平成 23 年度　大和屋本店（乾物屋）・万徳旅館　平成 25 年度　デ・ラランデ邸

○ 文化財の所有者への助成 平成 21～24 年度累計（延べ）国指定 52 件 都指定 44 件

○ 平成 21 年５月 都立多摩図書館に「東京マガジンバンク」設立 約１万６千誌を提供

・約 700 誌の開架閲覧スペース設置 「創刊号コレクション」を 4,800 誌に拡充

・オンラインデータベースの活用 無料 30 種 有料１種

市区町村立図書館への支援として協力貸出、協力レファレンスを実施

49 児童・生徒の「確かな学力」の定着と伸長

50 都立学校の改革・整備推進

51 文化の創造・発信

52 多摩地域の文化財保存・整備

53 「東京マガジンバンク」の創設
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「多摩振興プロジェクト」の取組状況 

○ 児童・生徒の学習のつまずきを防ぐ指導基準（東京ミニマム）の推進」

・東京ミニマム 平成 21 年度改訂 平成 22・23 年度パンフレット作成・配布

・児童・生徒の学力向上を図るための調査 小４、中１（抽出調査） 小５、中２（悉皆調査）

・各種説明会の開催 対象：全公立小中学校、市区町村教育委員会

・授業改善のポイント（リーフレット）の作成・配布

・「確かな学力向上実践研究推進校」指定 平成 21・22 年度 小学校６校、中学校３校

・「習熟度別少人数指導実践研究推進校」 平成 23・24 年度 小学校５校、中学校４校

○ 新学習指導要領に基づく教育活動の推進

・発展的な学習課題に関する教材開発・指導資料の作成

平成 22 年度 小学校編（４教科） 平成 23 年度 中学校編（５教科）

・学力向上パートナーシップ事業

平成 25・26 年度 ３区５市 小学校 13 校、中学校８校

○ 都立高校改革推進の総仕上げ

・平成 22 年４月開校 都立高校改革推進に基づく多摩地域での新規開校は完了

南多摩中等教育学校（八王子市） 三鷹中等教育学校（三鷹市）

町田総合学科高校（町田市） 多摩科学技術高校（小金井市）

○ 全国トップレベルの ICT 環境整備の実現

・校務用 LAN 整備 平成 21 年度完了 １人１台配備 校内 LAN 整備完了

・教育用 LAN 整備 教育用機器配備

・都立学校 ICT センター構築 平成 21 年度完了

・ICT 活用指導力向上研修の実施

○ 特別支援教育推進計画の展開

平成 21 年４月開校 青峰学園（青梅市）

平成 22 年４月開校 南大沢学園（八王子市） 増築 多摩桜の丘学園（多摩市）

平成 24 年４月開校 府中けやきの森学園（府中市） 改築 羽村特別支援学校（羽村市）

○ 社会性のある教育の推進 教育活動発表会、フリーマーケット方式の販売体験学習

○ 「東京文化発信プロジェクト」

・プレミアムコンサート（東京都交響楽団）

・「東京アートポイント計画」小金井アートフル・アクション!、TERATOTERA

○ 江戸東京たてもの園 移築・復元公開

平成 23 年度　大和屋本店（乾物屋）・万徳旅館　平成 25 年度　デ・ラランデ邸

○ 文化財の所有者への助成 平成 21～24 年度累計（延べ）国指定 52 件 都指定 44 件

○ 平成 21 年５月 都立多摩図書館に「東京マガジンバンク」設立 約１万６千誌を提供

・約 700 誌の開架閲覧スペース設置 「創刊号コレクション」を 4,800 誌に拡充

・オンラインデータベースの活用 無料 30 種 有料１種

市区町村立図書館への支援として協力貸出、協力レファレンスを実施

49 児童・生徒の「確かな学力」の定着と伸長

50 都立学校の改革・整備推進

51 文化の創造・発信

52 多摩地域の文化財保存・整備

53 「東京マガジンバンク」の創設
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171 

施策テーマ６ エコを発信する多摩 ～環境～ 54～60

○ 地球温暖化対策等推進のための区市町村の取組促進制度 平成 21～23 年度 

平成 21 年度 15 団体 40 事業  平成 22 年度 26 団体 80 事業 

平成 23 年度 26 団体 88 事業 

・区市町村による CO2 削減及び緑の創出・保全の進展が実現 

・環境政策に果敢に取り組む複数の市区町村を発掘、育成 

○ 地域と連携した環境政策推進のための区市町村の取組促進制度 平成 24・25 年度 

平成 24 年度 11 団体 19 事業  平成 25 年度 19 団体 36 事業 

・環境政策に自立的に取り組む能力を有する市区町村が拡大 

・重要度の高い効果的な取組の他自治体への波及・横展開が開始 

○ 太陽エネルギー利用拡大連携プロジェクト（（公財）東京都環境公社）

・住宅用太陽エネルギー利用機器導入促進事業 平成 21・22 年度 

要件 都内の住宅に新規に設置されたもの（戸建て・集合、個人・法人等） 

対象 太陽光：太陽光発電システム 太陽熱：太陽熱温水器、ソーラーシステム 

・住宅用創エネルギー機器等導入促進事業 平成 23・24 年度 

住宅用太陽光発電システム 

住宅用ガスコージェネレーションシステム（ガス発電給湯器及び燃料電池） 

住宅用太陽熱利用システム（強制循環式ソーラーシステム及び自然循環式太陽熱温水器） 

住宅用蓄電システム 平成 24 年度 

平成 21～24 年度累計（太陽光発電） 補助数約４万８千件 約 18.8 万 kw 

・集合住宅等太陽熱導入促進事業 平成 23 ～27 年度 

補助対象者：住宅関連業者（新築） 平成 26 年 1 月末現在 申請数 29 件、1,552 戸 

・「熱は熱で」キャンペーンの展開 平成 24 年３月～ 

・太陽熱利用促進協議会 メンバー：プロジェクトの連携企業・団体 

○ 下水汚泥と木質バイオマスの混合焼却事業 

平成 21 年度 下水汚泥と木質バイオマスの混合焼却施設の供用開始 

（多摩川上流水再生センター） 

○ 汚泥ガス化炉の導入 

平成 22 年度 汚泥ガス化炉の供用開始（清瀬水再生センター）

平成 24 年度 汚泥ガス化炉の施設整備に着手（南多摩水再生センター） 

54 地球温暖化対策等推進のための区市町村の取組促進制度の創設 

地域と連携した環境政策等推進のための区市町村の取組促進制度の創設 

55 太陽エネルギー利用拡大連携プロジェクト 

56 多摩地域の汚泥焼却における温室効果ガスの削減 



「多摩振興プロジェクト」の取組状況 

○ 下水汚泥の 100％資源化

・これまで、流域下水道では下水汚泥の全量を焼却し、セメント原料などの資源とし

て 100％活用

・平成 23 年５月中旬以降、福島第一原子力発電所の事故に伴い、下水汚泥や汚泥焼却

灰から放射性物質が検出された影響により、資源化を見合わせ

・ 庁内関係局及び関係自治体との調整を精力的に進め、多くの方々にご理解いただき、

平成 23 年 10 月 27 日から飛散防止措置を講じた上で、中央防波堤外側埋立処分場へ

埋立処分を開始

・現在、汚泥焼却灰の放射能濃度は低減傾向にあるため、資源化の再開に向け、関係

者との協議を進めている。

○ 公立小中学校の芝生化事業

平成 24 年度末までに多摩地域 29 自治体、119 校で実施

○ 私立小中高校、公・私立幼稚園、保育所の芝生化

○ 芝生リーダーの養成事業

○ 東京芝生応援団の結成、広報・普及啓発

○ 地球温暖化防止のための「ＣＯ2 削減 アクション月間」 平成 21～24 年度

環境月間である６月、小学校５年生・中学校１年生を中心に、節水や省資源など環

境に配慮した行動の実践を推進

○ 「ＣＯ2 削減 アクション月間」参加小中学校等への協力賞の贈呈、環境教育優良校

の表彰 平成 21～24 年度

○ 「環境教育カリキュラム」の作成 平成 21 年度

提供用教材、啓発用教材、啓発リーフレット、「環境教育実践推進校」報告書等

○ 都立学校の芝生化

・高等学校 平成 21～25 年度累計 43 校

・特別支援学校 平成 21～25 年度累計 17 校

○ 太陽光発電の設置

・高等学校 平成 21～25 年度累計 29 校

・特別支援学校 平成 21～25 年度累計 ９校

57 多摩地域における下水汚泥ゼロエミッションの推進

58 元気な子供たちを育てる校庭の芝生化

59 環境教育（ＣＯ2 削減）の推進

60 都立学校の環境負荷低減
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